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Customs Alert Thailand 
自主開示制度の改正 

 

※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

概要 

 

タイ関税局は、自主開示制度（ワンストップサービス）が適用可能な期間を 2020 年

5月 1日から 2021年 9月 30日まで延長しました。 

 

 

主な内容 

 

関税局は、真摯に行動していたにもかかわらず、関税の納付額が過小であったことを事

後認識した輸入者に対して、自主開示制度（ワンストップサービス）の適用を従来か

ら認めていました。本制度の適用により、上述の輸入者は、関税局に修正申告を行う

とともに関税その他の税金不足額の納付をすることが可能です。 

 

輸入者から本制度の利便性と恩恵についての肯定的なフィードバックを受けたことで、

関税局は、適用可能な期間を 2020 年 5 月 1 日から 2021 年 9 月 30 日まで延長

しました。輸入者側の最大の利点は、中央関税局において修正申告の提出と関税そ

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-customs-alert-en-150520.pdf
http://www2.deloitte.com/us/en.html


 

の他の税金不足額の納付を一括して行えること、更には本制度による申告が自主的

申告として関税の加算税の免除と延滞税の減額が考慮されることにあります。 

 

なお、以下に掲げる要件のうち一以上の項目に該当する輸入者は、本制度の適用が

認められない可能性があります。 

 

1) 輸入関税を脱税した、又は脱税しようと試みた旨を明らかとする証憑があること 

2) 禁止又は違反とされる品を輸入したこと 

3) 輸入者が、関税局による事後調査又は検査を受けているか、特別捜査局や経済

犯罪制圧課などの政府機関による関税違反に関する指摘を受けていること 

 

 

対応策 

 

自主開示制度が適用可能な輸入者にとっては、関税の加算税が免除されることや行

政手続を簡便に行えることは、関税局に関税その他の税金不足額を開示した上で納

付する良い契機となります。 

 

デロイトでは、輸入許可書等の輸入関連書類のレビューを含めた本自主開示制度の

適用を受けるための申請書の作成の他、関税局との連絡窓口を担うことを含め、申

請承認までご支援させていただくことが可能です。 
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